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告 示 

鳥取県告示第151号 

計量法（平成４年法律第51号）第19条第１項の規定に基づき、特定計量器検定検査規則（平成５年通商産業省

令第70号）第39条第１項の規定に該当する特定計量器以外の特定計量器の定期検査を実施するので、同法第21条

第２項の規定により、次のとおり告示する。 

  令和元年７月23日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

実施区域 実施期日 実施時間 実施場所 

日野郡日南町 令和元年９月２日（月） 午後１時から午後３

時まで 

日野郡日南町霞800 

日南町役場 

日野郡日野町 令和元年９月５日（木） 
〃 

日野郡日野町根雨130－１ 

日野町山村開発センター 

日野郡江府町 令和元年９月10日（火） 
〃 

日野郡江府町大字洲河崎62 

江府町運動公園総合体育館 

                                                    

鳥取県告示第152号 

次のように保安林の指定を解除する予定である旨の通知を受けたので、森林法（昭和26年法律第249号）第30

条の規定により告示する。 

  令和元年７月23日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 解除予定に係る保安林の所在場所 

東伯郡三朝町大字中津字二軒小屋１の４ 

２ 保安林として指定された目的 

  水源の涵
かん

養 

３ 解除の理由 

  道路用地とするため 

                                                    

鳥取県告示第153号 

車両制限令（昭和36年政令第265号）第３条第１項第３号の規定により、通行する車両の高さの最高限度が4.1

メートルである道路を次のように指定し、かつ、同令第10条第１項の規定により、当該道路を通行する高さが3.8

メートルを超え4.1メートル以下の車両の通行方法を次のとおり指定するので、車両の通行の許可の手続等を定め

る省令（昭和36年建設省令第28号）第２条第１項及び第２項の規定により告示する。 

  令和元年７月23日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 指定する道路の種類、路線名及び区間並びに指定する期日 

道路の種類 路線名 指定する道路の区間 指定する期日 

県道 鳥取港線 鳥取市賀露町4170地先から同市南隈870地先まで 令和元年７月31日 

〃 
鳥取空港布勢線 鳥取市湖山町西四丁目110－５から同市湖山町北

四丁目295－２地先まで 
〃 

２ 通行方法 

  １の道路を通行する高さが3.8メートルを超え4.1メートル以下の車両は、次に掲げる通行方法によらなけれ

ばならない。 

 (１) 走行位置の指定 

   トンネル等の上空障害箇所では、車両又は車両に積載する貨物が建築限界を侵すおそれがあるので、車線
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からはみ出さないよう走行するとともに、道路に隣接する施設等に出入りするためやむを得ず車線からはみ

出す場合は、標識、樹木等の上空障害物に接触しないよう十分に注意すること。 

 (２) 後方警戒措置 

   後方車両に対し十分な車間距離を取らせ、交通の危険を防止するため、地が黒色の板等であって横寸法が

0.23メートル以上で、かつ、縦寸法が0.12メートル以上のもの又は横寸法が0.12メートル以上で、かつ、縦

寸法が0.23メートル以上のものに黄色の反射塗装その他反射性を有する材料で「背高」と表示した標識を車

両の後方の見やすい箇所に掲げること。 

 (３) 道路情報の収集 

   道路の状況は、工事の実施等により変化することがあるので、あらかじめ道路情報を収集し、上空障害箇

所のないことを確認の上走行すること。 

                                                    

鳥取県告示第154号 

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の３第１項の規定に基づき、指定障害児通所支援事業者を指定

したので、同法第21条の５の25の規定により次のとおり告示する。 

  令和元年７月23日 

鳥取県西部総合事務所長 藤 井 秀 樹 

名称 
主たる事務所

の所在地 

指定に係る障害児通

所支援事業を行う事

業所の名称 

指定に係る障害児通所

支援事業を行う事業所

の所在地 

障害児通所支

援事業の種類 
指定年月日 

合同会社あす

なろ 

米子市両三柳

2056－１ 

ドリームデイサービス 米子市両三柳2056－１ 放課後等デイ

サービス 

令和元年７月

22日 

                                                    

鳥取県告示第155号 

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づき、貸付金の元利償還金の収納の事務を

次のとおり委託したので、同条第２項の規定により告示する。 

  令和元年７月23日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 委託の相手 

  ニッテレ債権回収株式会社 

２ 委託した貸付金の元利償還金 

  鳥取県進学奨励資金（奨学生決定番号3620063、3630274、4020237、4030110、4040182、4040238、4050067、

4050158、4060119、4080036、4080097、4080109、4100099、4100136、4100153、4100172、4100184、4100198、

4110102、4110128、4120065、4130017、4130072、4130119、4130195）及び鳥取県育英奨学資金（奨学生決定番

号414026、417050、420010、422160、423002、423046、424089、424190、424319、425130、426107、426177、

4141102、4151077、4151136、4151166、4151353、4161096、4161147、4161190、4161371、4171101、4171281、

4171315、4171364、4171579、4171634、4181027、4181256、4181388、4181406、4181497、4181631、4191015、

4191046、4191397、4191446、4191452、4191505、4191625、4191642、4201171、4201259、4201272、4201285、

4201330、4201349、4201477、4201549、4201644、4201656、4201659、4201668、4201711、4211043、4211054、

4211057、4211146、4211215、4211330、4211331、4211373、4211438、4211487、4211551、4211593、4211596、

4211730、4211777、4221281、4221348、4221493、4221501、4221512、4221601、4221655、4221666、4221701、

4231025、4231063、4231306、4231347、4231436、4231583、4231594、4241081、4241113、4241141、4241142、

4241207、4241331、4241376、4241394、4241445、4241513、4241521、4241557、4251187、4251259、4251384、

4251404、4251415、4251416、4251490、4251499、4251537、4261253、4261296、4261305、4271109、4271312、

4271343、4271353、4271363、4271480） 

３ 委託期間 
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令和元年７月16日から令和２年２月29日まで 

公 告 

森林法（昭和26年法律第249号）第10条の２第１項の規定に基づき、開発行為の許可をしたので、鳥取県林地開

発条例（平成17年鳥取県条例第96号）第16条の規定により次のとおり公表する。 

  令和元年７月23日 

鳥取県中部総合事務所長 吉  川  寿  明 

開発者の氏名

又は名称及び

代表者の氏名 

開 発 者 の

住 所 又 は

主 た る 事

務 所 の 所

在地 

開発行為

を行う土

地の所在

地 

開 発 行

為 の 目

的 

土地の面積 

開発行為の

工期 

開発行為の許

可年月日 

開発事業

区域の土

地の面積 

開発行為を

しようとす

る森林の土

地の面積 

開発行為

に係る森

林の土地

の面積 

株式会社河金

組 

代表取締役 

勇 年幸 

東 伯 郡 北

栄 町 上 種

85－８ 

東伯郡北

栄町上種

地内 

産 業 廃

棄 物 の

最 終 処

分場（埋

立) 

6.1404ヘ

クタール 

5 . 9 6 9 6ヘ

クタール 

3.5714ヘ

クタール 

令和元年７

月 11日から

令和 11年７

月 10日まで 

令和元年７月

11日 

調 達 公 告 

総合評価一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167

条の６第１項及び地方公共団体の物品又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）第６

条の規定に基づき、次のとおり公告する。 

令和元年７月23日 

鳥取県立博物館長 田  中  規  靖  

１ 調達内容 

(１) 業務の名称及び数量 

鳥取県立美術館整備運営事業 一式 

(２) 業務の仕様 

入札説明書による。 

(３) 業務の期間 

事業契約締結日から令和22年３月31日まで 

２ 入札参加者の構成 

(１) 入札参加者の構成と定義 

入札参加者は、次の表に掲げる構成員及び協力企業で構成される団体であって、本事業を実施するために

必要な能力を備えたものでなければならない。 

なお、落札者となった入札参加者は、仮契約締結までに会社法（平成17年法律第86号）に定める株式会社

として特別目的会社を設立しなければならない。 

おって、構成員以外の者が特別目的会社の出資者になることは可能とする。ただし、当該出資者による出

資比率は、全事業期間において出資額全体の50パーセント未満とする。 

構成員 入札参加者を構成する法人で、業務の一部を特別目的会社から直接受託し、又は請け負い、

特別目的会社に出資を行うものをいう。 

協力企業 入札参加者を構成する法人で、業務の一部を特別目的会社から直接受託し、又は請負うも
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の（構成員に該当するものを除く。）をいう。 

(２) 構成員等の明示 

入札に参加しようとするものは、入札参加資格確認申請書の提出時に、構成員及び協力企業を明示するも

のとする。また、構成員の中で、応募手続を行い、かつ県との対応窓口となる法人１者についても明示しな

ければならない。 

(３) 複数業務の実施 

入札参加者の構成員又は協力企業が複数の業務を兼ねて実施することは妨げない。ただし、建設業務及び

工事監理業務については、同一の者又は資本面若しくは人事面において密接な関連のある者が当該業務を兼

ねてはならない。 

なお、資本面若しくは人事面において密接な関連のある者とは、次のとおりとする。 

  ア 資本面において密接な関連のある者 

次のいずれかに該当する者をいう。ただし、法人の一方が会社更生法（平成14年法律第154号）第２条第

７項に規定する更正会社又は民事再生法（平成11年法律第225号）第２条第４号に規定する再生手続が継続

中の者を除く。 

(ア) 会社法第２条第４号及び会社法施行規則（平成18年法務省令第12号）第３条の規定による親会社と

同法第２条第３号及び同令第３条の規定による子会社の関係にある者 

(イ) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある者 

  イ 人事面において密接な関連のある者 

次のいずれかに該当する者をいう。 

(ア) 一方の法人の役員が、他方の法人の役員を現に兼ねているもの(ただし、一方の法人の社外取締役が、

他方の法人の社外取締役を兼ねている場合を除く。) 

(イ) 一方の法人の役員が、他方の法人において、会社更生法第67条第１項又は民事再生法第64条第２項

の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合 

(４) 複数応募の禁止 

入札参加者の構成員及び協力企業は、他の入札参加者の構成員及び協力企業になることはできない。また、

各業務を担当する法人及び同法人と資本面又は人事面において密接な関連のある者についても、他の入札参

加者の構成員又は協力企業になることはできない。 

(５) 入札参加者の変更及び追加 

入札参加資格確認申請書において明示が義務付けられている者の変更及び追加は、県がやむを得ないと認

めた場合を除き、原則として認めない。 

(６) 共通の参加資格要件 

入札参加者の構成員及び協力企業は、次に掲げる要件を全て満たしていること。 

  ア 政令第167条の４の規定に該当しない者であること。 

  イ 参加資格確認基準日から落札者決定日までの間、鳥取県建設工事等入札参加資格者資格停止要綱（平成

28年３月24日付第201500184856号県土整備部長通知）に基づく資格停止措置を受けておらず、かつ、同要

綱に規定する資格停止の要件に該当しないものであること。 

  ウ 参加資格確認基準日から落札者決定日までの間、鳥取県指名競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平

成７年７月17日付出第157号出納局長通知）第３条第１項の規定による指名停止措置を受けていない者であ

ること。 

  エ 参加資格確認基準日から落札者決定日までの間、会社更生法の規定による更生手続開始の申立てが行わ

れた者又は民事再生法の規定による再生手続開始の申立てが行われた者でないこと。 

  オ 参加資格確認基準日から落札者決定日までの間、手形交換所において手形若しくは小切手の不渡りを出

した事実又は銀行若しくは主要取引先から取引停止等を受けた事実がある者ではないこと。 

  カ 国税及び地方税（地方消費税及び鳥取県の県税に限る。）に未納付額がないこと。 

  キ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117号。以下「ＰＦＩ
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法」という。）第９条の規定に該当しない者であること。 

  ク 本事業についてアドバイザリー業務を委託した次の者及びその者と資本面又は人事面において密接な関

連がある者でないこと。 

  ＰｗＣアドバイザリー合同会社、株式会社昭和設計及びアンダーソン・毛利・友常法律事務所 

 ケ クに定める者を本事業の選定に関連するアドバイザーに起用していないこと。 

 コ 鳥取県教育委員会公募型プロポーザル方式受注者選定等審査会（美術館整備運営事業）（以下「審査会」

という。）委員又は委員が属する企業と資本面又は人事面において密接な関連がある者でないこと。 

 (７) 個別の参加資格要件 

入札参加者の構成員及び協力企業のうち、次に掲げる業務に従事する者は、それぞれに掲げる要件を満た

すこと。 

ア 設計業務を行う者 

 設計業務を行う者は、次の要件を全て満たすこと。なお、複数の者で実施する場合は、(イ)の要件は全

ての者で満たすことを要し、(ア)及び(ウ)の要件は１者以上が満たすこと。 

(ア) 平成30年鳥取県告示第592号（測量等業務の契約に係る一般競争入札等に参加する者に必要な資格等

について）に基づく入札参加資格のうち、建築関係建設コンサルタント業務の建築設計に係るものを有

している者又は参加資格確認基準日までに有する見込みのある者であること。 

(イ) 建築士法（昭和25年法律第202号）第23条第１項の規定により、一級建築士事務所の登録を受けた者

であること。 

(ウ) 延床面積2,000平方メートル以上の国公立の美術館、博物館法（昭和26年法律第285号）第２条第１項

に定める登録博物館（以下「登録博物館」という。）、同法第29条に規定する博物館相当施設（以下「博

物館相当施設」という。）又はホール、劇場、音楽堂、図書館等（以下「ホール等」という。）の新築

又は増築（増築にあっては増築部分の面積が2,000平方メートル以上であること。）に係る設計業務の実

績があること（参加資格確認基準日までに、設計業務が完了している実績に限る。）。なお、日本国以

外の国又は地域に所在する美術館の設計業務も含む。 

イ 工事監理業務を行う者 

 工事監理業務を行う者は、次の要件を全て満たすこと。なお、複数の者で実施する場合は、(イ)の要件

は全ての者で満たすことを要し、(ア)の要件は１者以上が満たすこと。 

(ア) 平成30年鳥取県告示第592号に基づく入札参加資格のうち、建築関係建設コンサルタント業務の建築

設計に係るものを有している者又は参加資格確認基準日までに有する見込みのある者であること。 

(イ) 建築士法第23条第１項の規定により、一級建築士事務所の登録を受けた者であること。 

ウ 建設業務を行う者 

 建設業務を行う者は、次の要件を全て満たすこと。なお、複数の者で実施する場合は、(イ)及び(ウ)の

要件はすべての者で満たすことを要し、(ア)、(エ)及び(オ)の要件は１者以上が満たすこと。 

(ア) 平成30年鳥取県告示第289号（建設工事の一般競争入札に参加する者に必要な資格等について）に基

づく建築一般に係る一般競争入札参加資格を有している者又は参加資格確認基準日までに有する見込み

のある者であること。 

(イ) 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第１項の規定による特定建設業の許可を受けた者であるこ

と。 

(ウ) (イ)の建設工事の種類に応じて、建設業法第27条の23第１項に定める経営事項審査における直近か

つ有効な総合評定値がそれぞれ次の区分のいずれかを満たすこと。 

建設工事の種類 総合評定値 

建築一般 892点以上 

電気工事 827点以上 

管工事 846点以上 

(エ) 建設業法第３条第１項の規定により、建築一式工事につき特定建設業の許可を受けた者であり、かつ、
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同法第27条の23第１項に定める経営事項審査において、直近かつ有効な建築一式の総合評定値が1,250点

以上であること。 

(オ) 延床面積2,000平方メートル以上の国公立の美術館、登録博物館、博物館相当施設又はホール等の新

築又は増築（増築にあっては増築部分の面積が2,000平方メートル以上であること。）に係る建設業務の

実績があること（参加資格確認基準日までに、建設業務が完了している実績に限る。）。 

エ 維持管理業務を行う者 

維持管理業務を行う者は、5,000平方メートル以上の施設の維持管理業務について自ら実施し、又は指定

管理、業務委託等の形態により単独企業又はコンソーシアムの構成員としての実績を有していること。な

お、複数の者で実施する場合は１者以上が満たすこと。 

オ 運営業務を行う者 

運営業務を行う者は、平成21年以降に、国公立の美術館、登録博物館、博物館相当施設又は5,000平方メ

ートル以上のホール等について、運営業務又は入札説明書に定める学芸業務を自ら実施し、又は指定管理、

業務委託等の形態により単独企業又はコンソーシアムの構成員又はコンソーシアムから委託を受ける企業

としての実績を有していること。 

３ 契約担当部局 

  鳥取県立博物館 

４ 入札手続等 

 (１) 入札の手続に関する問合せ先 

   〒680－0011 鳥取市東町二丁目124 

   鳥取県立博物館 

   電話 0857－26－8042  ファクシミリ 0857－26－8041 

電子メール hakubutsukan@pref.tottori.lg.jp 

 (２) 入札説明書等の交付方法 

令和元年７月23日（火）から同年８月23日（金）までの間にインターネットのホームページ（鳥取県立博

物館のホームページ（https://www.pref.tottori.lg.jp/museum/））から入手すること。ただし、これによ

り難い者には、次により直接交付する。 

  ア 交付期間及び交付時間 

    令和元年７月23日（火）から同年８月23日（金）までの日の午前９時から午後５時までとする。 

  イ 交付場所 

 (１)に同じ。 

 (３) 参加資格に関する質問の受付 

入札参加希望者から、入札説明書等に記載の参加資格の内容に関する質問について、次のとおり受け付け

る。 

  ア 受付期間 

 令和元年７月23日（火）から７月29日（月）午後５時まで 

  イ 質問の方法 

 入札説明書等に記載の参加資格に関する質問書に必要事項を記入の上、電子メールにて提出すること。 

  ウ 提出先  

 本事業のアドバイザー業務委託先（ＰｗＣアドバイザリー合同会社） 

  JP_Adv_Tottori_museum@pwc.com 

 (４) 参加資格に関する質問への回答 

(３)で受け付けた質問に対する回答は、令和元年７月31日(水)に鳥取県のホームページに掲載し、公表す

る。 

この際、県は質問の内容を考慮して、入札説明書等の内容を変更する場合がある。  

なお、入札参加希望者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると県が判断したもの
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については、当該質問を提出した者にのみ回答する。 

 (５) 入札説明書等に関する質問の受付 

入札参加希望者から、入札説明書等に関する質問について、次のとおり受け付ける。 

  ア 受付期間 

令和元年７月23日（火）から８月５日（月）午後５時まで 

  イ 質問の方法 

(３)のイに同じ。 

  ウ 提出先 

(３)のウに同じ。 

 (６) 入札説明書等に関する質問への回答 

(５)で受け付けた質問に対する回答は、令和元年８月13日（火）に鳥取県のホームページに掲載し、公表

する。 

この際、県は質問の内容を考慮して、入札説明書等の内容を変更する場合がある。  

なお、入札参加希望者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると県が判断したもの

については、当該質問を提出した者にのみ回答する。 

 (７) 入札参加表明書及び入札参加資格確認申請書の提出 

入札参加希望者の代表者は、入札参加表明書及び入札参加資格確認申請書を提出するとともに、入札参加

資格を満たすことを証明するための書類を提出し、入札参加資格の有無について県の確認を受けること。 

  ア 提出期限 

 令和元年８月23日（金）午後５時まで（必着） 

  イ 提出先 

(１)に同じ。 

  ウ 提出方法 

持参又は送付の方法により提出すること。ただし、送付による場合は、書留郵便（親展と明記すること。）

又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書

便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者の提供する同条第２項に規定する信書便の役務

のうち書留郵便に準ずるもの（親展と明記すること。）により、(１)の場所に送付すること。 

なお、封書には「鳥取県立美術館整備運営事業に係る入札参加表明書及び入札参加資格確認申請書在中」

と朱書きすること。 

 (８) 入札参加資格確認結果の通知 

入札参加資格確認の結果を令和元年８月27日（火）頃に入札参加希望者の代表者のメールアドレスに対し

て電子メールにより通知する。 

当該入札参加資格確認結果の通知日をもって、入札参加希望者から提出された入札参加資格確認申請書に

より参加資格の有無について審査及び確認を行ったものとする。 

 (９) 入札参加資格があると認められなかった理由の説明請求受付 

入札参加資格があると認められなかった者の代表企業は、次の方法によりその理由について書面により県

に説明を求めることができる。 

  ア 提出期限 

令和元年９月３日（火）午後５時まで 

  イ 提出先 

(１)に同じ。 

  ウ 提出方法 

(７)のウに同じ。 

 (10) 入札参加資格があると認められなかった理由の回答 

(９)に係る回答を令和元年９月５日（木）頃に、入札参加資格がないと認められた者の代表者に対して書
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面により行う。 

(11) 重点対話の実施 

入札参加者を対象に、県と対面形式で質問と回答を行う官民対話を各者に対し２回ずつ実施する。重点対

話の詳細については、入札参加資格が確認できた者の代表者に対して連絡する。 

ア 開催期間 

第１回 令和元年９月上旬 

第２回 令和元年10月上旬 

イ 開催場所 

鳥取市内（予定） 

(12) 入札書及び提案書の受付 

入札参加者の代表者は、別に定める「入札時の提出書類」を提出しなければならない。入札書の受付は、

次により行うこととする。 

ア 本件入札は紙入札により行うものであること。 

イ 入札書に記載する金額は、原則として、消費税額を含めた契約申込金額とする（消費税不課税、非課税

のものを除く）。課税事業者にあっては、内訳として消費税額を記載すること。 

ただし、契約締結後、消費税法（昭和63年法律第108号）等の法令改正により消費税率及び引き上げ時期

等が変更になった場合には、原則として改正内容に応じて変更する。 

ウ 入札書の宛名は「鳥取県立博物館長 田中規靖」とすること。 

エ 入札書は、件名及び入札者名を記入し、「入札書」と明記した封筒に入れ、密封して提出すること。 

オ 入札者は、提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることはできない。 

   (ア) 入札期間 

令和元年11月22日（金）から同月29日（金）午後５時まで 

   (イ) 提出先 

(１)に同じ。 

   (ウ) 提出方法 

(７)のウに同じ。 

(13) 入札の辞退 

入札参加者が入札を辞退する場合は、当該入札参加者の代表者が入札辞退届を提出すること。 

(14) 入札書及び提案書の確認 

提案書の審査に当たって、提案内容の確認のために必要と判断した場合、入札参加者の代表者に当該内容

の確認を行う場合がある。確認事項については、書面により入札参加者の代表者宛に送付する。 

(15) 開札 

入札書の開札は次のとおり行う。 

  ア 開札日時 

別途示す。 

  イ 開札場所 

鳥取県内 

  ウ 開札の場に参加できる者 

開札の場に参加できる者は、原則として、入札参加者の代表者とする。ただし、委任状を事前に提出し

ている場合又は開札日に持参した場合のみ、代表者の代理人の参加を可とする。 

  エ 開札の手順 

入札回数は１回とする。開札は、入札参加者の代表者又はその代理人の立会いの上行うものとし、入札

参加者の代表者又はその代理人が開札に立ち会わないときは、当該入札事務に関与しない県職員を立ち会

わせるものとする。 

なお、当該開札では、入札価格が予定価格を超えていないことを確認し、予定価格を超えている場合は、
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その入札参加者は失格とする。この場合、開札場所で入札参加者の入札価格の公表は行わない。また、全

入札参加者の入札金額が予定価格を超えている場合でも再入札は行わない。 

(16) 県民参加型公開プレゼンテーション 

本事業の提案審査の一環として、入札参加者による、審査会に対するプレゼンテーションを実施する。こ

のプレゼンテーションの開催にあたっては、県民が傍聴できる形（県民参加型公開プレゼンテーション）で

実施する。 

県民参加型公開プレゼンテーションにおいては参加した一般県民に対してアンケートを実施し、当該アン

ケートの結果を審査会に報告する。県民参加型公開プレゼンテーションの開催に際しては、公平な競争性を

確保するための配慮を行う。 

また、県民参加型公開プレゼンテーションに引き続き、提案に関して、審査会によるヒアリングを実施す

る。ヒアリングは企業秘密に係る項目があることから、非公開により行う。 

  ア 開催日 

令和２年１月上旬に開催する予定であり、詳細については、対象者に別途通知する。 

  イ 開催場所 

鳥取県立倉吉未来中心 小ホール（倉吉市駄経寺町212－５） 

(17) 落札者の決定 

  ア 本事業の落札者の決定は、総合評価一般競争入札方式によるものとし、審査は入札参加資格確認と提案

審査の二段階に分けて実施する。具体的な審査の方法及び評価基準等は、落札者決定基準に示す。 

提案審査のうち加点審査及び価格審査については、審査会が審査を行い、最優秀提案を選定する。県は、

審査会の選定結果を踏まえ、落札者を決定する。 

  イ 審査会の設置 

本事業における落札者の決定において、事業者提案に係る専門的かつ客観的な視点からの検討等を行うた

め、審査会を設置している。なお、本事業について委員に接触を試みた者は、入札参加資格を失う。 

  ウ 審査結果の通知 

 審査結果は、落札者決定後速やかに、全ての入札参加者の代表者に対して通知する。 

  エ 審査結果等の公表 

 審査結果及びＰＦＩ法第11条第１項の規定に基づく客観的評価の結果については、鳥取県のホームペー

ジにおいて公表する。 

５ 入札に当たっての留意事項 

(１) 入札説明書等の承諾 

入札参加者は、入札書の提出をもって、入札説明書等及び追加資料の記載内容を承諾したものとみなす。 

(２) 費用負担 

入札に伴う費用は、全て入札参加者の負担とする。 

(３) 入札保証金 

本件入札に参加する者は、入札保証金として入札金額の100分の５以上の金額を県の指定する期日までに納

付しなければならない。この場合において、国債、地方債及び鳥取県会計規則（昭和39年鳥取県規則第11号。

以下「会計規則」という。）第124条において準用する会計規則第113条第１項に定める担保の提供をもって

入札保証金の提出に代えることができる。 

なお、入札保証金の納付の免除については、鳥取県物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平

成７年鳥取県規則第106号。以下「調達手続特例規則」という。）第14条の規定による。 

(４) 契約保証金 

落札者は、契約保証金として契約金額の100分の10以上の金額を納付しなければならない。この場合におい

て、国債、地方債及び会計規則第113条第１項に定める担保の提供をもって契約保証金の納付に代えることが

できる。 

なお、契約保証金の納付の免除については、調達手続特例規則第18条の規定による。 
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(５) 契約手続において使用する言語、通貨及び時刻 

日本語、日本国通貨及び日本標準時。 

(６) 提出書類の取扱い及び著作権 

  ア 提案書類の取扱い 

 提案書の著作権は、入札参加者に帰属する。ただし、本事業において必要と認めるときは、県は、事前

に入札参加者と協議した上で、提案書の全部又は一部を無償で使用できるものとする。 

 また、契約に至らなかった入札参加者の提案については、県による事業者選定過程等の説明以外の目的

には使用しない。なお、提出を受けた書類は返却しない。 

  イ 著作権 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に基づいて保護される第三

者の権利の対象となっている工事材料、施工方法、維持管理方法等を使用した結果生じた責任は、原則と

して入札参加者が負うこととする。 

(７) 県からの提示資料の取扱い 

県が提示する資料は、入札に係る検討以外の目的で使用することはできない。 

(８) 入札の中止等 

天災地変等やむを得ない理由により、入札の執行ができないときは、これを延期し、又は中止する場合が

ある。 

また、入札参加者の連合の疑い、不正不穏行動等により入札を公正に執行できないと認められるときには、

入札の執行を延期し、又は取り止めることがある。 

(９) 入札無効に関する事項 

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。なお、落札者決定後において、当該落札者が無効の入札を

行っていたことが判明した場合には、落札決定を取り消す。 

  ア 入札に参加する者に必要な資格のない者が入札したもの 

  イ 虚偽の参加資格確認申請を行った者が入札したもの 

  ウ 入札書が所定の日時までに到着しないもの 

  エ 一の入札に同一の入札者から２通以上の入札書が出されたもの 

  オ 入札書に必要な記名押印のないもの 

  カ 金額その他必要事項の記載が不明確なもの 

  キ 代理人が入札する場合において、委任状の提出がないもの（ただし、年間委任状を提出している場合は、

この限りではない。） 

  ク 入札者が明らかに協定して入札し、その他入札に際し不正の行為があったと認められるもの 

  ケ その他入札に関する条件に違反したもの 

(10) その他 

入札説明書等に定めるもののほか、入札に当たって必要な事項が生じた場合には、入札参加者の代表者に

通知する。 

６ 入札予定価格 

  本事業の予定価格は、次のとおりとする。 

  予定価格 14,344,835,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

７ Summary 

(１) Service to be procured: Construction and maintenance of the new prefectural museum 

(２) Time limit for the submission of documents for qualification confirmation: 5pm on Friday, 23th 

August, 2019  

(３) Time limit for the submission of tenders: 5pm on Friday, 29th November, 2019, 

Time limit for the submission of tenders by registered mail: 5pm on Friday, 29th November, 2019 

(４) Contact point for the notice: Preparatory Office for The New Museum of Art, Tottori Prefectural 
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Museum, 1－214 Higashi－machi, Tottori－shi, Tottori, Japan, 680－0011 

    Tel: 0857－26－8042 

 

 


